第７章　 大阪の国際化

平成30年の近畿圏の輸出額、輸入額はともに増加しました（７－１参照）。

近畿圏の輸出入額は、全国のそれぞれ約５分の１を占めています。近畿圏は、輸出においては、輸送用機器の割合が全国と比べて低い一方で、電気機器や一般機械、原料別製品、化学製品などの割合が高く、輸入においては、全国に比べて化学製品などの割合が高い一方、輸送用機器や鉱物性燃料などの割合が低いという特徴があります（７－３参照）。地域別では、輸出入とも、アジアとの貿易の割合が高く、北米の割合はやや低くなっています（７－２参照）。

また、わが国における外国企業数は増加傾向にあります。令和元年には3,224社となり、そのうち、大阪府には129社の企業が立地しています（７－５参照）。製造業の海外生産比率は、上昇傾向が続いています（７－６参照）。

全国における国際会議の開催件数は、近年、増加傾向にあります。大阪府内での開催件数は、東京都、福岡県、兵庫県、京都府に次ぐ第５位となっています（７－７参照）。


大阪の貿易

戦前、神戸は綿をアメリカやインドから輸入する貿易港、大阪は大阪周辺で生産される綿糸や綿布をアジアへ輸出する貿易港として栄え、昭和10年頃には、阪神港がわが国の貿易額の６割を占めていました。

戦後復興期においても、わが国の代表的な輸出品は繊維製品であり、大阪で生産された「ワンダラー・ブラウス」の対米輸出は、驚異的に増加したと言われています。

阪神港の輸出通関額の全国比は、昭和30年には52.6％と過半を占めていましたが、昭和54年には21.5％にまで低下しました。これは、軽工業製品から重化学工業製品へと輸出品目の中心が移行する中で、大阪工業の重化学工業化が遅れたことが要因と言われています。

近年における近畿圏の輸出入の全国比は2割程度で推移しています。輸出入ともにアジアとの貿易の割合が高いことが特徴です。品目別にみると、輸出で電気機器の割合が高く輸送用機器の割合が低いこと、輸入で化学製品の割合が高く、鉱物性燃料の割合が低いことが特徴となっています。

大阪では、海外との間で双方向の交流や事業展開が進んでおり、とりわけアジアとの関係が深く、成長するアジアのダイナミズムを活用した大阪経済の活性化が期待されています。

資料：大阪府立商工経済研究所（1970）『大阪の中小企業』新評論

大阪府立商工経済研究所（1980）『大阪の経済構造とその変貌』法律文化社

武部善人（1982）『大阪産業史』有斐閣

７－１．輸出入通関額の推移

	平成30年の近畿圏の輸出額は17兆1,476億円でした。年末における中国向け輸出の減速を背景として、前年比3.2％増と伸びが鈍化しました。全国の輸出総額に占める割合は21.0％で、９月における台風21号の影響等により、やや低下しました。一方、近畿圏の輸入額は15兆4,349億円で、前年比5.3％増となりました。全国の輸入総額に占める割合は18.7％で、前年より若干低下しました。
入出超額は、29年より減少し１兆7,127億円になりました。


輸出入通関額の推移
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（財務省、大阪税関「平成30年 貿易統計」）

（注）近畿圏は、大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県の２府４県。
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７－２．地域別輸出入通関額【平成30年】
	近畿圏の輸出入の地域別構成を国内他地域と比較すると、輸出入ともにアジアの割合が高いことが特徴です。一方、北米の割合は輸出入とも全国より低くなっています。


輸出通関額（平成30年）

  輸入通関額（平成30年）
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（財務省、各税関「平成30年 貿易統計」）

　　　

　　４．輸入通関額の地域別の合計額と総額は、輸出の戻りや不明地域等があるため一致しない。

（単位：百万円） （単位：百万円）

（注）１．アジアについては、近畿圏で輸出の多い上位５カ国・地域を掲載。

   

　　２．シンガポールは、アジアＮＩＥｓ、ＡＳＥＡＮ双方に含まれる。

　　３．近畿圏は、大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県の２府４県。
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７－３．品目別輸出入通関額【平成30年】
	近畿圏の輸出入について、品目構成の特徴をみると、輸出では、全国と比べて「輸送用機器」の割合が低い一方で、「電気機器」や「一般機械」「原料別製品」「化学製品」などの割合が高くなっています。

輸入については、「化学製品」などの割合が全国と比べて高い一方、「輸送用機器」や「鉱物性燃料」などの割合が低くなっています。


輸出通関額（平成30年）

  輸入通関額（平成30年）
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（財務省、大阪税関「平成30年 貿易統計」）
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７－４．主要地域別品目別輸出入通関額【平成30年】
	近畿圏の輸出入の主要地域別の品目別構成をみると、輸出では、いずれの地域も半導体等電子部品などの「電気機器」と「一般機械」の割合が高く、アメリカ合衆国向けでは「一般機械」が、中国やアジアＮＩＥｓ向けでは「電気機器」が、高いという特徴があります。また、ＡＳＥＡＮ向けには鉄鋼などの「原料別製品」も高い割合となっています。

輸入では、欧米からは医薬品などの「化学製品」が多く、アメリカ合衆国からは「食料品」が大きな割合を占めています。一方、アジアからは「電気機器」や「衣類及び同付属品」が含まれる「その他」が高い割合となっています。


輸出通関額（平成30年）

 輸入通関額（平成30年）
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（注）近畿圏は、大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県の２府４県。

　　　シンガポールは、アジアＮＩＥｓ、ＡＳＥＡＮ双方に含まれている。
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７－５．外国企業数の推移

	令和元年の外国企業数をみると、全国では前年より20社増えて、3,224社となりました。そのうち東京都に2,428社と75.3％が集中しています。
大阪府内には129社の外国企業が立地しており、全国の4.0％を占めています。大阪府内の外国企業のうち、欧州系企業が52社（構成比40.3％）と最も多く、アジア系企業は48社(構成比37.2％)、北米系企業は25社（構成比19.4％）です。業種別では、卸・小売業が77社（構成比59.7％）と最も多くなっています。


[image: image5.emf]外国企業数の推移 （単位：社、％）
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大阪府
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東京都

2,378 76.3 2,419 76.6 2,422 76.3 2,434 76.0 2,428 75.3

神奈川県

267 8.6 268 8.5 278 8.8 288 9.0 302 9.4

愛知県

33 1.1 35 1.1 38 1.2 46 1.4 49 1.5

埼玉県

40 1.3 42 1.3 43 1.4 41 1.3 40 1.2

千葉県

49 1.6 44 1.4 41 1.3 43 1.3 44 1.4

兵庫県

80 2.6 78 2.5 78 2.5 81 2.5 86 2.7

その他

155 5.0 149 4.7 147 4.6 146 4.6 146 4.5

全　国

3,117 100.0 3,158 100.0 3,175 100.0 3,204 100.0 3,224 100.0

（東洋経済新報社『外資系企業総覧』）

親企業の地域と業種（大阪府）

（単位：社）

製  造

卸・

小売

サービス・

その他

38 42 44 48 8 28 12

うち中国

10 11 12 15 1 10 4

韓国

13 14 14 14 0 11 3

北　米

28 28 27 25 11 11 3

欧　州

56 56 52 52 14 34 4

その他

1 2 2 4 0 4 0

合　計

123 128 125 129 33 77 19

28



アジア

（注）表中の「その他」には、親企業の所在が未記入の企業が含まれる。

（注）上図の「その他」には、千葉県、埼玉県、愛知県の割合も含まれている。
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（注）１．表中の各年は『外資系企業総覧』の発行年を記載。調査時点は、各年３月であるが、各年の

　　　　　発売時点までの変更が反映されている場合がある。

　　　２．四捨五入のため、合計が不一致になる場合がある。

29

3.7  3.9  4.0  3.9 

4.0 

76.3 

76.6  76.3 

76.0 

東京都

75.3 

8.6 

8.5 

8.8 

9.0  9.4 

2.6 

2.5  2.5  2.5 

2.7 

8.9  8.5  8.5  8.6  8.7 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成27年

28 29 30

令和元年

外国企業数構成比の推移

その他（注）

大阪府

神奈川県

兵庫県


７－６．海外生産比率の推移
	我が国の製造業の海外生産比率は、海外での旺盛な製品需要や海外で見込まれる市場拡大を背景として、中長期的には緩やかな上昇傾向をたどってきました。国内法人企業と海外進出企業のいずれのベースとも、22年度以降は上昇傾向にありましたが、このところ頭打ちです。29年度は、国内法人企業ベースで25.4％、海外進出企業ベースで38.7％となっています。


海外生産比率
[image: image6.emf]（単位：％）

平成

20

年度

21 22 23 24 25 26 27 28 29

国内法人

企業ベース

17.0 17.0 18.1 18.0 20.3 22.9 24.3 25.3 23.8 25.4

海外進出

企業ベース
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（経済産業省「第48回 海外事業活動基本調査結果概要− 2017年度実績 −」）
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海外生産比率の算出方法（国内法人売上高は、財務省の法人企業統計を利用）

国内法人企業ベースの海外生産比率

＝現地法人［製造業］売上高÷（現地法人［製造業］売上高＋国内法人［製造業］売上高）×100

海外進出企業ベースの海外生産比率

＝現地法人［製造業］売上高÷（現地法人［製造業］売上高＋本社企業［製造業］売上高）×100


７－７．国際会議の開催件数の推移
	大阪府における平成29年の国際会議の開催件数は、２年ぶりに減少し、251件となりました。全国における順位は、東京都、福岡県、兵庫県、京都府に次ぐ第５位です。


国際会議の開催件数の推移
[image: image7.emf]（単位：件）
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144 183 152 135 281 314 253 242 280 251

大阪市 77 94 69 72 140 *172 *130 *139 180 *139

千里地区 53 71 65 54 113 *113 *104 *94 85 98

486 505 510 484 517 537 565 583 593 631

東京(23区) 480 497 491 470 500 *531 543 557 *574 608

192 197 180 174 196 234 208 193 190 179

横浜市 184 179 *174 169 191 226 200 190 189 176

152 137 139 125 144 154 179 187 210 192
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札幌市 77 82 *86  73  *61 *89 *101 *107 *115 *116

180 169 160 145 202 179 211 230 290 334

京都市 171 164 *155  *137 196 176 *202 *218 *278 *306

兵庫県

123 102 121 105 112 110 100 133 283 422

神戸市 94 76 91 83 92 93 *82 *113 260 405

219 278 269 268 301 312 411 450 488 436

福岡市 172 206 216 *221  252 *253 *336 *363 383 296

2,093 2,122 2,159 1,892 2,337 2,427 2,590 2,847 3,121 3,313

福岡県

全   国

（独立行政法人国際観光振興機構「国際会議統計」）
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北海道

　

　　　４．＊印は、同じ都道府県内の複数都市で開催された国際会議が含まれることを示している。

（注）１．国際会議は、①主催者が「国際機関・国際団体（各国支部を含む）」又は「国家機関・国内団体

　　　　　（各々の定義が明確ではないため「特定企業の利益を追求することを目的とした会議」の主催者

　　　　　を除く全てが対象）」、②参加者総数が50名以上、③参加国が日本を含む３カ国以上、④開催

　　　　　期間が１日以上、という４つの基準を全て満たす会議。

　　　２．東京は23特別区、大阪は大阪市と千里地区（豊中市・吹田市・茨木市・高槻市・箕面市）の合

　　　　　計。

　　　３．１つの会議が複数の都市にまたがって開催された場合、それぞれの都市に１件として計上してい

　　　　　るため、都市別開催件数は実際の会議開催件数よりも多くなる。
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７－８．在留資格別在留外国人数【平成30年】
	大阪府内の在留外国人は、平成30年末に239,113人で全国の8.8％を占めています。在留資格別では、「特別永住者」「永住者」「留学」「技術・人文知識・国際業務」の外国人が多くなっています。


在留資格別在留外国人数（平成30年）
[image: image8.emf]（単位：人、％）
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高度専門職

390 3.5 5,966 53.9 1,533 13.9 354 3.2 11,061

経営・管理
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研  究
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3,778 6.0 14,917 23.7 4,341 6.9 4,826 7.7 62,956
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144,808

18.8 79,881 10.4 88,476 11.5 771,568

日本人の
配偶者等

9,080 6.4 27,050 19.0 13,003 9.1 14,478 10.2 142,381

永住者の
配偶者等

2,654 7.0 7,103 18.7 4,349 11.4 4,892 12.9 37,998

定住者

9,409 4.9 21,378 11.1 13,826 7.2 36,981 19.3 192,014

特別永住者

82,996 25.8 42,977 13.4 17,178 5.3 25,922 8.1 321,416

（法務省「在留外国人統計」（旧登録外国人統計）統計表）

（注）数値は、平成30年末。
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